
歳出比較分析表(平成18年度普通会計決算) 石川県 穴水町

経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとに
　　チャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）
　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政
　　構造に弾力性があることを示している。
　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類
　　した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
○人件費
・類似団体平均と比較すると、人件費に係る経常収支比率は低くなっているが、要因として町営保育所の廃止やゴミ処理業務や消防業務
を一部事務組合で行っていることがある。一部事務組合の人件費分に充てる負担金等を加味した場合、決して低い数値ではないので、
今後はこれらも含めた人件費関係経費全体について、抑制していく必要がある。
Ｏ物件費
・物件費については、類似団体の平均程度であるが、小・中学校の統合推進、委託業務の見直し、需用費・役務費等の節減目標を設定
し、全庁的に経費の削減に努める。また、指定管理者制度を導入し、効率と経営的な視点により、コスト削減効果が出てくることが見込ま
れる。
Ｏ扶助費
・扶助費に係る経常収支比率が類似団体平均を上回り、かつ上昇傾向にある要因として、急速に進展する少子高齢化社会への対応のた
め、社会保障費関係経費の額が膨らんでいることなどが挙げられる。資格審査等の適正化等の見直しを進めていくことで、財政を圧迫す
る上昇傾向に歯止めをかけるよう努める。
○補助費等
・補助費等に係る経常収支比率が類似団体平均を上回っているのは、一部事務組合等に対する負担金の額が多額になっているためで
ある。今後は、適切な事業を行っているのかなど事務事業内容についても検討を行い見直しを進めていく必要がある。また、補助金等の
効果、役割の再点検などにより総額を圧縮する。
○公債費
・過去の生活関連対策基盤整備事業の財源として、起債を多く活用したことから、地方債の元利償還金が膨らんでおり、公債費に係る経
常収支比率は類似団体平均を9.2％上回っている。数年前から新規発行の起債は抑制しており、公債費のピークは過ぎているが、今後も
選択と重点化を図り、地方債を抑制することとしている。
Ｏその他
・その他に係る経常収支比率が類似団体平均を下回っているのは、繰出金の減少が主な要因である。その中で、下水道施設の整備関係
経費がピークを過ぎたことによる繰出金の減少が大きな要因である。
○普通建設事業費
・普通建設事業費の人口１人当たり決算額は類似団体平均程度であり、限られた財源を有効に活用するため、「選択と重点化」を念頭に
置き、「量」から「質」、「ハード」から「ソフト」への転換を図る必要がある。


